２００４年５月

«消_防_本_部_名»　御中

放射性物質を扱う事業場や核燃料輸送などを対象とした

マニュアルなどについて（お願い）

市民の安全を守る日頃のご活動に敬意を表します。

1999年に起きたJCO臨界事故では原子力防災の様々な問題点が指摘されました。私たちJCO臨界事故総合評価会議は原子力安全委員会の事故調査を市民サイドから徹底して検討することを目的に結成され、2000年９月に第１期の報告「JCO臨界事故と日本の原子力行政」を七つ森書館から出版するなどの取り組みを進めてきました。現在、トヨタ財団の研究助成を得て、第２期のプロジェクト「JCO臨界事故の原因と影響に関する再検討と政策提言」を進めています。総合評価会議の防災班では、第2期中間報告として「オフサイトセンターにみる原子力防災の問題点」（2002年9月公表）

（http://www.cnic.or.jp/jco/jcac/reports/2002/072/JCO2002_072ch08-08.pdf　をご参照ください。）

や「原子力施設等における消防活動対策マニュアルを検証する」（2003年9月公表　同封したもの）をまとめています。

　消防活動対策マニュアルについては、各地の消防本部で活用されてこそ意味のあるものであり、その活用状況を把握することが第2期の調査研究の最終報告や提言活動に欠かせないものになっています。

　つきましては、ご多忙中恐れ入りますが、別紙調査票により貴本部での取り組みに関しご教示いただけませんでしょうか。まことに勝手ながら5月中を目途に回答いただければ幸いです。また、回答については公表させていただくことがあることを申し添えます。

　よろしくお願いします。

JCO臨界事故総合評価会議　防災班

　　　　　　　　　　　　　　　（問い合わせ・回答先）

大阪市中央区大手前２　府庁内

自治労大阪府職　自治体政策部　末田

FAX　０６－６９４５－１３１５

